
会　計　別　事　項　別　決　算　内　容　説　明
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費　　　　　　　　　目

01款 議会費  (単位　　円)

 01項 議会費　　　  

  01目 議会費　　 

263,379,914円

○議会情報提供事業 円

　・市議会だよりを年4回発行(各定例会後）

　　　発行部数　　　172,450部

　　　印刷製本費　1,792,611円

　・市議会本会議映像の生中継及び録画放映を実施(インターネット)

　　　議会映像配信システムデータ作成委託 円

　　　議会映像配信システム等使用料 円

　　　議会映像配信インターネット回線等使用料 円

　・市議会ホームページにより議会情報と本会議会議録を提供

　　　会議録検索システムデータ作成委託 円

　　　会議録検索システム使用料 円

〇三島市公式訪問団派遣事業 円

　・姉妹都市提携60周年記念パサディナ市公式訪問団派遣

円

　　三島市公式訪問団の副団長として三島市議会議長が参加し、三島市と

　　パサディナ市の友好関係促進を図った。

　　　10月21日～10月28日　(団長:市長、団員11人)

　・静岡県･浙江省友好提携35周年並びに三島市･麗水市友好提携20周年記

　　念麗水市公式訪問団派遣 円

　　三島市公式訪問団の副団長として三島市議会議長が参加し、三島市と　　

　　麗水市の友好関係促進を図った。

　　　11月12日～11月16日　(団長:副市長、団員6人)

○本会議開催状況   (単位　日､人)

○議案等審議状況            (単位　件)

1 3 3

1 6 1 2

5 8 2 2 2 1 5

5 5 1 5 1

16 31 3 1 1

27 8 44 7 4 8 1 2 10

26:00 5 17

合    計 78 26 85:55 17 65

専

決

処

分

の

承

認

そ

の

他

人

事

案

件

2月定例会    2月20日  ～   3月16日 25 7

16

取

下

承

認

審

議

未

了

採

択

･

一

部

採

択

不

採

択

取

下

承

認

審

議

未

了

5月臨時会 7   

6月定例会 10  

9月定例会 25  

11月定例会 17  

2月定例会 52  

合　計 111 

会 議 名

市 長 提 出 議 員 提 出 請 願 陳 情
選

　
挙

合
　
計

予

算

決

算

条

例

 5月16日 1 1 01:06 0 0

条

例

･

規

則

意

見

書

決

議

そ

の

他

採

択

･

一

部

採

択

不

採

択

6月定例会    6月13日　～　 6月27日 15 6 17:42 4 16

9月定例会    9月 5日  ～ 　9月26日 22 6 21:42 4 16

11月定例会   11月28日  ～　12月12日 15 6 19:25 4

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

263,379,914 263,379,914

3,970,496

142,560

567,600

191,408

466,908

777,600

会  議  名 会                 期
会期
日数

開会
日数

実時間 質問

(時間：分) 日数 人数

5月臨時会 

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

722,678

460,278

262,400
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○委員会開催状況 (単位　日､件)

5 4 9 2 2

5 4 9 8 8

6 4 10 12  12

8 7 15

13 13

1 1

25 32 57 22 22

○市単独事業費補助金

　・政務活動費補助金 円

　　議員の市政に関する調査研究の推進を図るため、各会派に政務活動費

　　の補助を行った。

02款 総務費 (単位　　円)

 01項 総務管理費

　01目 一般管理費

962,364,110円  

○庁舎整備事業 円

　　庁舎西館1階北側(収税課、地域包括支援室)の照明をLED照明に変更し、

　併せて天井を改修する工事を実施した。事業の実施に際しては、公益財

　団法人静岡県市町村振興協会の公共施設ユニバーサルデザイン化及び省

　エネルギー･新エネルギー機器導入事業助成金を活用した。

(単位　　円)

○庁舎維持管理事業 円

    庁舎機能の保持及び庁舎内外の秩序を維持するため、施設の保守･管理

　業務においては、本庁舎西館1階･2階の空調設備の老朽化に伴い、10年間

　の所有権移転リースにより更新したほか、維持管理修繕においては、本

　庁舎事務室エアコン取替修繕(5台)、西館1階トイレパーテーション取替

　修繕、本庁舎通路及びトイレ内壁塗装修繕、本庁舎屋上保護塗装修繕、

　西館1階外壁防水修繕、市長室及び議長室壁紙貼替修繕等を実施した。

○公用自動車管理事業 円

　　公用車の集中管理(38台)により、車両管理体制の充実に努め、経費の

　削減及び安全性の確保を図った。また、公用車の長期リース契約を締結

　し、特に老朽化の著しい公用車5台を更新した。

　　さらに、公用バスの稼働率を向上させることで、委託バスの経費削減

　を図った。

(単位　台、円)

議会運営委員会

公共施設等マネジメント
検 討 特 別 委 員 会

議 会 基 本 条 例 等
検 討 特 別 委 員 会

合 計

3,596,851

委 員 会 名

委 員 会

開 催 日 数

委 員 協 議 会
開 催 日 数 付 託 件 数

開

会

中

閉

会

中

計

開

会

中

閉

会

中

計
議

案

請

願

陳

情
計

総 務 委 員 会

福祉教育委員会

経済建設委員会

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

962,364,110 67,444,862 894,919,248

5,009,040

事業名 事業費 事業概要

庁舎西館1階北側事務室天井照明改修工事 5,009,040 西館1階北側事務室照明のLED化

88,658,812

21,666,800

委託バス
使用台数

大型 中型 小型

30 8 3 41 3,114,607

台数合計 委託料
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○入札・契約

    公共工事等の入札･契約について、より一層の透明性、公平性、競争

　性を確保するため、電子入札システム及び郵便により、入札を実施した。

　　また、事後審査方式の制限付き一般競争入札を次のとおり実施した。

(単位　　件)

電子入札

郵便入札(紙入札含む)

　・電子入札システム共同利用負担金 円

　　入札の効率化や透明性、公平性の向上、競争性の確保等を目的として、

　　静岡県及び県内各市町が共同して電子入札システムを運用する利用者

　　協議会に参加し、電子入札を推進した。

　・プロポーザル方式実施状況

　　事業者から提案書の提出を受け、評価基準に照らして提案書の評価を

　　行い、随意契約を最も適切に履行できると認められる契約候補者を選

　　定する方式で、次のとおり実施した。

(単位　　件)

○市政功労等諸表彰事業 円

    三島市の公益に寄与し、市政の進展に特に功績のあった市民等に対し、

　三島市表彰条例に基づく表彰を行った。

　　平成29年度は、功労者4人、有功者18人を表彰した。

○行政評価推進事業 円

　　効率的な行政運営のため、民間経営の「企画→実施→点検→改革改善」

　のマネジメント(経営)サイクルを取り入れ、平成15年度から行政評価シ

　ステムを導入した。平成24年度に導入した行政評価と総合計画が連動し

　た新たな行政評価システムを継続して活用することにより、事務の合理

　化を推進するとともに職員の負担軽減を図った。

　　　評価表　　　105個(51施策)

　　　評価主体　　各主管課･室(事業所管部署)

　　　内部研修会　計2回実施

○ふるさと納税推進事業 円

　　平成20年度から始まった「ふるさと納税」について、地場産品のPRも

　兼ねた謝礼品として、箱根西麓三島野菜をはじめとする三島市の産品を

　採用し、全国各地から多大なる寄附をいただいた。

　　　PR活動　　　ホームページ掲載、パンフレットの配布、

　　　　　　　　　三嶋大祭りでのチラシ配布、ふるさとレターの送付

    平成26年12月に、インターネット申込やカード決済を導入、平成27年

　1月からポイント制とし、謝礼品をカタログから選べるように変更した。

　平成27年4月からは、ふるさと納税ワンストップ特例制度が創設された。

　平成29年度は、9月からふるさと納税ポータルサイトを増設し、受付窓

　口を強化したほか、謝礼品に21品目を新たに追加した。

平成28年度区　　　分 平成29年度

59,200

54,508,603

398,949

162 192

21 8

合　　　計 183 200

うち制限付き一般競争入札 148 148

1,322,000

区　　　分 平成29年度 平成28年度

プロポーザル方式実施状況 14 18
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　寄附件数及び金額

○地域行政懇談会事業 円

　　行政における中長期的な課題について、市民に現状を認識していただ

　き、市民と行政が協働で知恵を出し合い、対応策や解決策を検討してい

　く機会として、市内を4地区に分け、延べ4回の地域行政懇談会を実施し

　た。

　　　参加延べ人数　191人

  02目 人事管理費 (単位　　円)

638,705,688円

○行政機構と職員配置

　　平成30年3月31日現在の状況は、次のとおりである｡

 (単位　人)

※< >は、併任人数のため、定数に含まない。

○再任用職員の任用状況

　　雇用と年金の接続を目的に、地方公務員法に基づき、定年退職者等を

　再度任用するもので、平成29年4月1日現在の状況は、次のとおりである｡

　　　(単位　人)

※短時間勤務職員は定数に含まない。

○嘱託・臨時職員等の任用状況

　　平成29年4月1日現在の状況は、次のとおりである｡

市長の事務部局の職員
(7部1事務所39課1室) 432 110 0 542

常時勤務職員 7

短時間勤務職員 19

(単位　　人)

選挙管理委員会の事務
部局の職員 <5> 0 0 <5>

監査委員の事務部局の
職員 5 0

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

638,705,688 20,502,317 618,203,371

部 局 名 等 事 務 職 員 技 術 職 員 教 員 計

Ｃ Ｄ E=A+B+C+D Ｆ Ｇ＝Ｅ＋Ｆ Ｅ／Ｇ

嘱託
職員

臨時
職員

産休育休
代替職員

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
職員

小計 正規職員 職員数計 構成比率

740 715 1,455 50.9%

議会の事務部局の職員 6 0 0 6

教育委員会の事務部局
及び教育機関の職員
(1部4課1室)

59 32 60 151

0 5

86 364 32 258

Ａ Ｂ

505 142 60 707

任 用 区 分 人数

平 成 29 年 度 平 成 28 年 度

3,879 △ 1,487

寄 附 金 額 ( 円 )

農業委員会の事務部局
の職員 3 0 0 3

合　　　計

100,941,000 157,525,100 △ 56,584,100

514,505

増    減

寄 附 件 数 ( 件 ) 2,392
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○採用・退職

　　平成29年度における職員の増減状況は､次のとおりである｡

※( )は、当初職員数に含まれる。

※< >は、併任人数のため、定数に含まない。

○平均年齢・平均勤続年数・平均給料

　　市職員の平成30年3月31日現在の平均給料等は、次のとおりである｡

  (単位　人､円)

歳 9 カ月 年 7 カ月

歳 7 カ月 年 4 カ月

歳 3 カ月 年 11 カ月

歳 1 カ月 年 9 カ月

○職員の懲戒処分

　　平成29年度は、職員の懲戒処分がなかった。

○人事評価制度の実施

　　地方公務員法に基づき、人事管理の基礎として活用するとともに、

　職員の能力向上と組織内コミュニケーションの円滑化を目指し、人事

　評価を全職員に実施した。

○職員研修事業 円

　・集合研修

　

　

　

　

中級職員研修 延べ39 2
勤続8年目の
職員

ファシリテーション、キャリアデザイン

新任係長研修 11 2 新任係長級 係長としての役割と知識の習得

(単位　人､日)

研 修 名 人 数 日 数 対 象 内 容

新規採用職員研修
(Ⅰ部･前期) 25 6

平成29年度
新規採用職員

地方公務員としての心構え､接遇､服務､給与
ほか

　〃(Ⅱ部)　　　　　　　　　　　　25 2
平成29年度
新規採用職員

メンタルヘルスと健康管理、普通救命講習
ほか

〃
(清掃業務体験研修) 21 4

平成29年度
新規採用職員

ごみ受入業務等清掃業務体験

　〃(6カ月) 25 1
平成29年度
新規採用職員

安全運転講習、CSP(自己理解プロフィール)

　〃(Ⅲ部･後期) 24 2
平成29年度
新規採用職員

接遇フォロー､公務員としての自覚と責任意識
の向上

初級職員研修 延べ80 2
勤続3年目の
職員

地方自治制度､地方公務員制度、エンパワー
メント

合　　　　　計 875 715 （35） 0 8 33

職 名 人 員 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 平 均 給 料

事 務 職 員 505 39 15 312,488

教 員 60 37 10 298,353

合         計 707 40 15 313,639

3,690,664

7 23

議会の事務部局の職員 7 6

教育委員会の事務部局及び
教育機関の職員 241 152 （7） 1 9

監査委員の事務部局の職員 5 5 （1） 1

農業委員会の事務部局の職員 4 3

技 術 職 員 142 42 18 324,189

市長の事務部局の職員 612 549 （27）

選挙管理委員会の事務部局の職員 6 <5>

(単位　　人)

部　局　名　等
条例 Ｈ29年度 Ｈ29年度中増減

定数 当初職員数 新規採用 中途採用 中途退職 定年退職等
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　

　・静岡県自治研修所

人数 日数

2 1

1 1

1 1

1 1 一般職員

1 1 一般職員

　・市町村職員中央研修所 (単位　人､日)

人数 日数

1 5

1 11

1 11

1 11

1 9

　・全国市町村国際文化研修所 (単位　人､日)

人数 日数

1 3

1 3

　・民間企業派遣研修 (単位　人､日)

人数 日数

4 3 一般職員

(単位　人､日)

研 修 名 人 数 日 数 対 象 内 容

研　　修　　名 対 象 内 容

自治体の中小企業支援 担当職員
自治体として企業を支える産
業振興の役割や支援策の知識
習得

これからの地方公営企業経営
戦略

担当職員
地方公営企業における経営戦
略策定実務能力の習得

派　　遣　　先 対 象 内 容

㈱イトーヨーカ堂三島店
民間企業のコスト意識、
サービス精神の習得

(単位　人､日)

研　　修　　名 対 象 内 容

部下支援型管理者養成講座 係長級職員
管理･監督者に求められる課題
発見や解釈能力の習得

ファシリテーション講座 一般職員
ファシリテーション技法の習
得

リーダーシップ向上講座 係長級職員
部下の指導･リーダーに求めら
れる能力の習得

タイムマネジメント講座
効率的に業務を遂行するため
に必要な段取力の習得

文章力養成講座
論理的に思考し、分かりやす
い文章にまとめる能力の習得

研　　修　　名 対 象 内 容

公共施設の総合管理(施設の有
効活用)

担当職員
効率的な管理維持等に対処す
る実務遂行能力の向上

市町村税徴収事務 担当職員
税徴収に関する専門的知識の
習得と実務遂行能力の向上

法令実務能力の向上B(応用) 担当職員
実践的な立法技術や法務能力
の向上

広報･広聴の効果的実践 担当職員
広報･広聴の専門的知識の習得
や実務遂行能力の向上

障がい者福祉対策をめぐる諸
課題

担当職員
障がい者福祉に適切に対応す
るための能力の向上

ストレスマネ
ジメント研修

37 1
勤続2年目の
職員

自分の抱えているストレスの把握とその対処
法の習得

政策法務研修 18 1
勤続 10年目程
度の職員

政策形成方法と法務知識の習得

ワークライフ
バランス研修

40 1 全職員 仕事と育児の両立支援、イクボスの養成

障害者差別解
消法職員研修

48 1 管理･監督職員
障害者差別解消法の知識の習得、監督者とし
ての役割の認識

臨時職員の
ための研修

51 1
窓口対応を行
う臨時職員

自治体職員として円滑なコミュニケーション
能力の習得

新規採用予定
者事前研修

26 2
平成30年度採
用予定者

市職員としての基本姿勢の習得及び近隣自治
体との人的ネットワーク構築

人事評価制度
評価者研修

297 5
人事評価制度に
おける評価者

目標設定や評価方法など基本的なスキルの習
得、評価者レベルの統一

新任課長補佐
研修

8 2 新任課長補佐級 管理者補佐としての役割と知識の習得

新任課長研修 6 2 新任課長級 管理者としての役割と知識の習得

ＯＡ研修 15 1 全職員 OAツールを活用したPOPの作成方法の習得

新規採用職員
指導者研修

延べ59 2 OJT指導者 OJT指導者としての役割、指導技術の習得

タイムマネジ
メント研修

37 1
勤続2年目の
職員

「時間管理」の概念の習得及び自己管理と効
率的に業務を行う意識の醸成
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・東部市町合同研修(沼津市主催) (単位　人､日)

人数 日数

2 2

1 2

2 2

2 2

　・静岡県市職員研修協議会東部11市合同研修 (単位　人､日)

人数 日数

3 2 一般職員

〇自己啓発支援

　・通信教育研修受講補助 　

　　通信教育修了者に対し､受講料の一部を支援した｡

　　通信教育  9件　86,000円

　・自主研究グループ活動補助　

　　学校栄養士研究会ほか5グループの自主研究活動に対し、支援した。

　　　 6件　183,848円

○安全衛生管理事業 円

　・定期健康診断

　　職員(嘱託、臨時職員等含む)の健康管理と疾病予防を目的に、健康診

　　断を実施し、異常が認められた者には所要の診療を受けるよう指導し

　　た｡

15,404,294

(単位　　人)

項 目 名 受 診 者 数
異常が認め
ら れ た 者

備 考

胸部レントゲン検査 927 3
30歳、35歳及び40歳以上の職員
等、新規採用職員及び社会福祉
施設等勤務職員を対象に実施

石 綿 健 康 診 断 61 0

石綿が含まれる部材等を使用す
る作業に従事していることが考
えられる職員、及びその周りで
作業に従事しているため間接的
な石綿ばく露を受けた可能性の
ある職員を対象に実施

胃部レントゲン検査 384 5
主として40歳以上の職員を対象
に、共済組合と共同実施(嘱
託、臨時職員等は市単独実施)

血液 ･尿 ･心電図検査 1,314 1,006
共済組合と共同実施(嘱託、臨
時職員等は市単独実施)

Ｖ Ｄ Ｔ 検 査 49 2
VDT作業が連続1時間以上の職員
を対象に実施

ス ト レ ス チ ェ ッ ク 1,214 118
正規職員及び週29時間以上勤務
する臨時等職員を対象に実施

研　　修　　名 対 象 内 容

中堅職員向け法制執務研修 一般職員
条例･規則の制定･改廃に必要
な実践的知識と技術の習得

クレーム対応研修 一般職員
クレームの初期対応、未然防
止のための知識習得

説明力向上研修 一般職員
個別説明能力、プレゼンテー
ション能力の向上

政策法務研修 一般職員
政策課題を見据えた立法技術
の習得

研　　修　　名 対 象 内 容

伝える話し方講座
発声方法やしぐさなど、伝え
るための技術の習得
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  03目 文書管理費 (単位　　円)

15,829,225円

○ファイリングシステムの維持管理事業 円

　　スムーズな文書の検索を確保するための文書管理方法として、ファイ

　リングシステムを導入しており、その定着及び継続を図るため、平成29

　年度も引き続き維持管理指導を実施した｡

　　　ファイリングシステムコンサルタント委託 円

　　　　・学校職員及び新規採用職員を対象とした研修会への講師派遣

　　　　・市内小中学校のファイリングシステム維持管理実地指導

　　　　・ファイリングシステム未改善部署を対象とした外部監査

○情報公開制度の実施事業 円

　　市政運営の公開性の向上を図るために情報公開制度を実施しており、

　平成29年度は、公文書の開示請求が111件、開示申出が4件あった｡

　　なお、同年度中に、情報公開審査会を1回開催した。

○保存文書のマイクロフィルム化事業 円

　　文書庫保存文書の増加による保存スペース不足の解消を図るため、永

　年保存文書のマイクロフィルム化を実施しているが、これらマイクロフィ

　ルム文書の迅速な検索及び閲覧のため、平成29年度は、平成28年度に引

　き続き、これまでにマイクロフィルム化した文書の電子データ化を行っ

　た。

　　　電子データ化数　36,919コマ

○個人情報保護制度の実施事業 円

　　市民の基本的人権の擁護を図るために個人情報保護制度を実施してお

　り、平成29年度は、自己情報の開示請求が8件あった。

　　なお、同年度中に個人情報保護審議会を1回開催した。

○例規検索システム及び法令検索システムの更新

　　例規及び法令の迅速な検索の実現のため導入した庁内LAN対応の例規

　検索システム及び法令検索システムのデータ更新を行った。

　　　更新回数　　例規検索システム 5回、法令検索システム 5回

○条例･規則等 (単位　件)

  04目 広報費　　　　　　　　　　　　　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (単位　　円) 　

71,232,320円

そ の 他 の 規 程 3 22 5 30

合 計 7 101 7 115

一 般 財 源

47,962

区 分 新　設 改　正 廃　止 計

条 例 2 46 0 48

規 則 2 33 2 37

市 債 そ の 他

特　　定　　財　　源
決　算　額

15,829,225 15,829,225

国 ・ 県 支 出金

71,232,320 46,000 68,386,320

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

865,032

621,000

59,860

882,144

決　算　額

2,800,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○「広報みしま」広報事業 円

　　毎月1日･15日に発行(1･5･8･12月は1日号のみ)、年間20回。創刊以来、

　平成30年4月1日号で通算1,213号になった｡

　　　印刷製本費 19,447,136円

　　　配布ほか手数料 16,758,861円

○市民カレンダー広報事業 円

　　平成29年版から掲載写真の市民公募を開始した。発行部数は46,000部、

　1カ月につき3枠の広告欄を設け、平成30年版では156万円の広告収入を

　得た。

○コミュニティＦＭ広報事業 円

　　市政及び市に関連した行事等のお知らせを行った｡

(単位　　円)

○公式ホームページ広報事業 円

　　アクセシビリティの向上等利用者に配慮したホームページ作りや、レ

　イアウトの調整、新デザインのページ作成、また、職員向けの研修を実

　施した。

　・ホームページコーディネーター育成研修

　　一般職員向け(各3時間×2日)

　　1日目：平成29年9月4日、　2日目：平成29年9月12日または14日　

　　参加人数37人

○ｅコミュニティまちづくり推進事業 円

　　市民と協働で三島の魅力を全国に情報発信する「三島市民ポータルサ

　イト」と地域コミュニティを推進する会員制サイト「三島市地域ＳＮＳ」

　の2つのインターネットサービスを行った。

　　ポータルサイト登録団体　381団体(H30.3.31現在)

　　地域SNS会員数           1,319人(H30.3.31現在)

○有線テレビ広報事業 円

　　ケーブルテレビ運営会社に、コミュニティチャンネルでの放映及び市

　ホームページへの掲載用の「特集番組」と「ウィークリートピックス」

　の映像取材･放送用映像の制作を委託した。

(単位　　円)

14,399,964

・インフォメーション(3分間)
　月～木曜日1日3回、金曜日1日4回、
　土曜日1日2回、日曜日1日1回
・クローズアップ(5分間)
　月･水･金曜日1日2回、土･日曜日1日1回
・30秒スポットCM
　月82本

569,280

2,487,577

5,901,360

広報番組制作委託 3,414,960 土～日曜日　29分番組　1日3回

合　　計 5,898,960

2,523,960

14,399,964

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

コミュニティＦＭ
広報事業委託

36,777,563

月～金曜日　15分番組　1日4回

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

「みしま広報室」番組
制作委託

2,484,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○みしまファンネット推進事業 円

　・市民と市職員などで構成される市民広報マン養成講座を3回開講

　・商店街イベントや楽寿園行事などをSNS、YouTubeなどでPR

　・主な事業 (単位　　円)

　 　  

○みしまＷｉＦｉ整備推進事業 円

　　市内の公共施設に整備した公衆無線LAN(WiFiスポット)を運用した。

　　運用箇所：市役所玄関ロビー、街中ほっとサロン、山中城跡公園売店、

　　　　　　　保健センター

○ＩＣＴ活用デジタルライフ推進事業 円

　　市民が自らICT(情報通信技術)を活用して地域の課題を解決できる仕

　組みづくり、人材育成、企業の誘致など、ICTを積極的に活用して市民

　のデジタルライフの充実と地域の活性化を図った。

(単位　　円)

  05目 市民相談費 (単位　　円)

 

5,407,312円

○市民相談事業 円

　・年度別相談の受付件数 (単位　件)

　

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

小中学生向けプログラ
ミング教室

134,840
マイコンキット「IchigoJam」を電子
工作し、簡単なゲームプログラミング
　　平成29年8月1日開催　参加者20人

シニア向けタブレット
講習会

170,748
iPadなどのタブレット操作と活用
　　平成29年7月13日開催　参加者27人

PR動画(30秒×2本)を制作し、平成30年1月
から渋谷駅前の大型ビジョンにて三島市の
PR動画を放映
期間:平成30年1月1日～3月31日
回数:15回/日
時間:30秒/回

平成29年度 453

375,840

種　別 一般相談

923 1 475 82 21 1,502

305,588合　　計

そ の 他

67,568

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債

1 419 95 24 992

市長相談
弁護士による
法 律 相 談

司法書士による
相 続 登 記 相 談

宅建協会による
不 動 産 相 談 合　　計

平成28年度

350,089

渋谷駅前ビジョン動画
放映広告

239,760

みしま暮らし魅力発信
業務委託

399,600
市民等を対象にSNS等を活用した情報発信
基礎講座を開講

事　業　費 事　業　概　要

渋谷駅前屋外ビジョン
放映用動画制作業務委託

3,229,200

事　業　名

4,303,910

5,339,7445,407,312

1,726,600

決　算　額
特　　定　　財　　源

212,436
おもてなしブック2018-
2019作成

転入者向け生活便利帳:2,000部発行
大学生向け生活便利帳:1,500部発行
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・一般相談、法律相談の内訳 (単位　件)

　

 

○市民広聴事業 円

　・市民、自治会からの要望等受付件数 (単位　件)

　・市民意識調査

　　　対　　象　三島市在住の満18歳以上の男女2,000人

　　　抽出方法　単純無作為抽出

　　　調査方法　郵送調査、インターネット調査

　　　調査期間　平成29年5月15日～5月31日　

　　　有効回収　1,169人(回収率　58.5％)　

　　　テ ー マ　居住環境、市の取り組みの満足度、総合計画の指標に関

　　　　　　　　する項目、自治会･町内会、困りごとの解決方法、幸福

　　　　　　　　感、健康づくり、環境への取り組み、三島市広報活動、

　　　　　　　　市議会広報活動、災害対策、住宅の火災対策、男女共同

　　　　　　　　参画、文化的環境、障がいのある人への理解、学校･家

　　　　　　　　庭･地域の連携協力

　・女性と市長のみしまの未来を語る会

　　　内　容　　子育て支援、環境･ゴミ、高齢者福祉

　　　開催日　　平成29年9月29日

　　　場  所  　市民生涯学習センター

　　　参加者　　32人

  06目 財政管理費 (単位　　円)

5,598,165円

平成28年度 28

607 286 73 68

923 453 475 419

1,142,623

種　別 一 般 投 書 要 望 書 市 民 提 案 声のポスト 合　　計

4 5 5 1

契 約 18 44 35

戸 籍 関 係 2

平成29年度 22 56 14 26 118

相 隣 関 係 64 40 21 4

損 害 賠 償 1 8 20 16

親 子 関 係 16 3 7

家 庭 内 問 題 33 24 22

金 銭 貸 借 6 52 69

70 14 24 136

借 地 ・ 借 家 7 28 23

25

17

保 証

そ の 他

不 動 産 関 係 16 38 36

婚 姻 ･ 離 婚

1 3 3

20 12 53 61

21

　　　　　　　　　　種別
　　　　　　　　　　年度
内容

一　般　相　談 法　律　相　談

平成29年度 平成28年度 平成29年度

相 続 ･ 贈 与 ･ 遺 言 14 113 79

国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他
決　算　額

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

5,598,165

42

平成28年度

合 計

5,598,165

26

56

22
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○新地方公会計制度推進事業

　・統一基準財務書類作成等業務委託 円

　　国から全国に要請された統一的な基準による財務書類の作成等を行う

　　ことにより、本市全体の資産や債務を適切に把握するとともに、平成

　　28年度財務諸表及び平成28年度固定資産台帳の公表を市ホームページ

　　で行った。

  08目 財産管理費 (単位　　円)

3,831,786円

○主な財産管理委託事業 (単位　　円)

市有地草刈業務委託(2,125㎡)

市有林間伐･竹伐採業務委託(3,297㎡)

公有財産台帳システム経年異動業務委託

○普通財産処分状況

・処分した主な普通財産(土地) (単位  ㎡、円)

  09目 企画費　　　　 (単位　　円)

50,305,606円

○平和都市推進事業 円

　　8月を「平和都市推進月間」と位置付け、広島市平和祈念式中学生派

　遣、パネル展、街頭啓発、サイレン吹鳴、懸垂幕の掲示等を実施した。

○三島市総合戦略推進事業 円

　・三島市まち･ひと･しごと創生推進会議の開催

　　地方創生加速化交付金を活用して実施した事業及び、「住むなら三島･

　　総合戦略」に掲げる事業の効果検証、意見聴取を行った。

　　　開催回数　2回

　・ファシリテーター養成講座の開催

　　まちづくりを進める上で市民と同じ目標に向け、信頼関係を築き、質

　　の高い対話を行う能力を養うため、「ファシリテーター養成講座」を

　　市職員向けに開催した。

　　　開催回数　1回　　養成人数　32人

決　算　額

3,688,416

3,831,786

所　在　地

264,600

223,729

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

委　託　名 金  　 額

3,831,786

市 債

7,500,000

地目 面　積 売払金額 備考

606,236

459,060

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金

50,305,606 20,000,000

143.48 6,934,183宅地等

21,426,270

三島市一番町2606番12 宅地 262.25

そ の 他

1,379,336

1,699,920

廃水路敷
･廃道路敷

等

三島市徳倉二丁目85番1 外4筆 雑種地 774.48 84,928,150
谷田幸原
線整備事
業代替地

71,050,731 三島駅南
口西街区

三島市東町832番5　外6筆
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○女性リーダー育成事業 円

　　女性が市の政策･方針決定に興味関心を持ち、シビックプライドの醸

　成を図るため、市内在住の女性に対し、自分自身のステップアップ、ス

　キルアップとなる講座を開催した。　　

　　　講座開催　6回　　受講者数　15人

　　　講座内容　三島市の課題と魅力を探るとともに、地元の良さの探し

　　　　　　　　方や傾聴力を身につける講座を行った。受講者は最後に

　　　　　　　　三島市の課題と解決策についてのレポートを提出した。

○公共施設保全計画策定事業 円

　　公共施設の老朽化問題を広く周知するため、市内4カ所で市民説明会を

　行い、また市民文化会館ではシンポジウムを開催した。

　　建築物の残存耐用年数を求めるため、構造体耐久性調査(コンクリート

　や鉄筋の健全性を調査)を庁舎本館を含む8施設で実施した。

○地域戦略事業 円

　　グローバル人材育成都市推進ネットワーク会議では、フェイスブック

　を活用し、情報発信や関係者間の情報交換を行い交流、連携を図った。

　　そのほか、国立遺伝学研究所の研究や活動を市民に広く知ってもらう

　ため、「遺伝学講座･みしま」「夏休み子ども遺伝学講座」を開催した。

　　内陸フロンティア推進事業では、三島市優良田園住宅基本方針に基づ

　き、大場地区、市山地区において民間宅地開発事業者による住宅地の整

　備を行った。また、三島南高校の南側に位置する約19.3haの事業計画地

　については、地権者の意向を踏まえ事業の見直しを行うこととなった。

　　マスコットキャラクター「みしまるくん･みしまるこちゃん」を活用

　したシティプロモーションでは、各種イベントへの参加や着ぐるみの貸

　し出し等によりPR活動を行った。

○移住･定住促進事業 円

　　人口減少対策として、移住相談や移住体験ツアーを開催するとともに

　市公認婚シェルジュを活用した婚活イベント、個別相談を実施した。

○市民主体のまちづくり活動費補助事業 円

　　活力あるまちづくりを推進し、市民誰もが誇りと愛着を持てる地域社

　会を実現することを目的に、市民主体のまちづくり活動を支援した。　

　　平成29年度は、市が重点的に進めている人口減少対策にテーマを絞り、

　婚活イベントの開催や大学生による移住･定住促進事業などを実施し、市

　民の自主的な活動の広がりを促した。

○マイナンバー制度導入事業（情報政策課） 円

　　マイナンバー制度における情報連携及びマイナポータルの本格運用が

　平成29年11月に開始され、平成30年3月から子育てワンストップサービ

　スによる電子申請を開始した。また、事務手続等の迅速で正確な執行と、

　マイナンバーカードの利活用による住民サービスの利便性向上を図るた

　め、全庁的な情報共有及び進捗管理を行った。

　・マイナンバー情報共有システムの改修

　・マイナンバー推進特別部会の開催(全4回)

　・マイナンバー事務担当者ミーティングの開催(全10回)

240,962

138,123

797,154

1,375,786

5,289,054

117,595
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○新幹線(ひかり号)三島駅停車本数増加要望事業

　　新幹線三島駅を利用する地域住民の利便性向上と地域の活性化を図る

　ため、平成11年度から要望活動を実施している。平成29年度は三島市を

　含む近隣市町(10市町)、商工会議所･商工会(10団体)が、近隣事業所(19

　社)、市内大学(2大学)の賛同を得る中で、新幹線の三島駅停車本数の増

　加について要望した。　

　　　要望先：東海旅客鉄道㈱  新幹線鉄道事業本部長

　　　要望日：平成29年11月13日

○広域行政

　・駿豆地区広域行政連絡会(5市3町)

　　地域の振興･発展を目的に、駿豆地区の広域連携方策等に関する意見

　　交換や情報交換を行った。　　

　　　連絡会等　1回　

　・富士箱根伊豆交流圏市町村ネットワーク会議(38市町村)

　　人が集まり活気あふれる圏域を形成することを目的に、静岡県･神奈

　　川県･山梨県の市町村が、圏域の自然環境、歴史、文化等を生かし守

　　りながら連携する方策等に関する意見交換や情報交換を行った。

　　　総会　4回

　　　富士箱根伊豆交流圏市町村サミット 1回(平成29年11月15日)

　・伊豆半島7市6町首長会議(13市町)

　　伊豆半島内の市町の共通する様々な行政課題について協議を行い、そ

　　の解決に向け協力し合うことを目的に平成18年度に6市6町首長会議が

　　設立された。その後平成25年度から沼津市が加入し、7市6町となった。

　　さらに、伊豆を一体的･総合的にとらえた長期的視点に立つ地域づく

　　りの方向性を示すために策定した「伊豆半島グランドデザイン」の実

　　行組織である「美しい伊豆創造センター」(任意団体)が平成27年4月

　　に設立され、平成29年2月には、一般社団法人「美しい伊豆創造セン

　　ター」が設立された。

　　　【7市6町】首長会議　4回、幹事会 4回

　    【美しい伊豆創造センター(任意団体)】理事会　3回、幹事会　3回

　    【美しい伊豆創造センター(社団法人)】理事会　2回、委員会　4回

　・サンフロント21懇話会(市町会員11市9町)

　　県東部地域の行政･産業･医療･法曹等各分野で活躍している人々が集

　　まり、リーダーの視点から東部全体の調和や発展について議論･交流

　　した。

　　　総会　1回、分科会等　3回

　・御殿場線利活用推進協議会(5市5町)

　　御殿場線の輸送力の増強、利便性の向上を図るとともに、静岡県と神

　　奈川県の2県にまたがる沿線地域の振興･発展を推進することを目的に

　　昭和39年に御殿場線輸送力増強促進連盟が設立された。三島市は、平

　　成21年3月のJR東海ダイヤ改正により、御殿場線と三島駅の直行便が

　　増便されたことに伴い、平成22年度から同連盟に加入した。平成25年

　　度に御殿場線の利活用の推進、沿線地域の活性化を目的に名称を御殿

　　場線利活用推進協議会に変更した。

　　　総会　1回　理事会　1回　幹事会　4回

　　　要望先　東日本旅客鉄道㈱、小田急電鉄㈱、東海旅客鉄道㈱

　　　要望事項　輸送力の増強、駅施設の整備、エリアを跨いだICカード

　　　　　　　　の利用等
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・駿豆線沿線地域活性化協議会(3市1町･1社)

　　伊豆箱根鉄道駿豆線沿線の自治体(3市1町)と伊豆箱根鉄道㈱が連携し、

　　沿線地域の活性化、交流･定住人口の増加を目的に平成23年度に設立

　　された。現在、県、三島警察署、大仁警察署にも協力を得た中で、観

　　光部会、防災部会、防犯部会の3つの部会で構成されている。

　　　協議会　 2回、観光部会　7回

　　　防災部会 3回、防犯部会　2回　

　　「ホームページ(いずっぱこでGO!)からの情報発信(桜、蛍、紅葉等)」

　　「日本大学留学生の協力を得てフェイスブック(韓国語版)を運営」

　　「いずはこね沿線フェスタ＆イベントラリー、良い子の絵画展電車、

　 　観光キャンペーン(PR)等の実施」　　　

　　「旅客避難誘導合同訓練の実施(伊豆の国市)、防犯･鉄道教室の実施」

 　 「高校生地域活性プロジェクト」

○国・県支出金を伴う事業費補助金 円

　・豊かな暮らし空間創生事業費補助金 円

　　「内陸フロンティア推進区域」の指定及び「豊かな暮らし空間創生住

　　宅地」の認定を県より受けた大場地区19区画の住宅地の整備に対し、

　　費用の一部を支援した。

　　　県費負担額　10,000,000円　市費負担額　10,000,000円

○市単独事業費補助金

　・市民主体のまちづくり活動費補助金 円

　　「市民主体のまちづくり活動費補助事業」として、市民団体等が自

　　主的、主体的に企画･立案･実施する事業について「人口減少対策」

　　をテーマに提案を募集したところ、4団体から応募がありプレゼン

　　テーションによる審査の結果、25万円限度補助で1団体、10万円限

　　度補助で3団体を支援した。

○平成28年度繰越明許費

　・豊かな暮らし空間創生事業費補助金 円

　　「内陸フロンティア推進区域」の指定及び「豊かな暮らし空間創生住

　　宅地」の認定を県より受けた市山地区11区画の住宅地の整備に対し、

　　費用の一部を支援した。

　　　県費負担額　10,000,000円　市費負担額　10,000,000円

  10目 国際交流推進費 (単位　　円)

17,797,506円

○姉妹都市公式訪問団派遣事業 円

　・パサディナ市公式訪問団派遣 円

　　三島市･パサディナ市姉妹都市提携60周年を記念して、パサディナ市公

　　式訪問を実施した。

　　　10月21日～10月28日　（団長：市長、団員11人）

　・麗水市公式訪問団派遣 円

　　静岡県･浙江省友好提携35周年並びに三島市･麗水市友好提携20周年を　

　　記念して、麗水市公式訪問を実施した。

　　　11月12日～11月16日　（団長：副市長、団員6人）

20,000,000

17,797,506

2,873,818

市 債 そ の 他

17,797,506

40,000,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金

550,000

1,770,589

1,103,229

20,000,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○外国籍市民相談事業 円

　※英語･中国語の相談窓口業務は常時開設

○姉妹都市交流推進事業 円

　・麗水市中学生友好交流団受入事業 円

　　中国の友好都市麗水市から研修生13人と引率者2人を三島市に受入れ、

　　一般家庭でホームステイ研修等を5日間実施した。(7月12日～7月16日)

　・フレンドシップ2017派遣事業 円

　　アメリカの姉妹都市パサディナ市へ研修生7人と引率者2人を派遣し、

　　一般家庭でホームステイ研修等を9日間実施した。(7月30日～8月7日)

　・ニュープリマス市教師派遣事業 円

　　ニュージーランドの姉妹都市ニュープリマス市へ教師1人を派遣し、

　　一般家庭でホームステイをしながら、市内の学校を訪問した。

　　(8月1日～8月21日)

　・ニュープリマス市教師受入事業 円

　　ニュージーランドの姉妹都市ニュープリマス市から教師1人を受入れ、

　　一般家庭でホームステイをしながら、市内の学校等を訪問した。

　　(10月7日～10月19日)

　・ニュープリマス市派遣研修生事業 円

　　ニュージーランドの姉妹都市ニュープリマス市へ研修生9人と引率者

　　2人を派遣し、一般家庭でホームステイ研修等を9日間実施した。

　　(3月21日～3月29日)

　・麗水市派遣研修生事業 円

　　中国の友好都市麗水市へ研修生7人と引率者2人を派遣し、一般家庭で

　　ホームステイ研修等を8日間実施した。(3月21日～3月28日)

○麗水市友好都市提携２０周年記念事業 円

　　三島市･麗水市友好提携20周年に合わせて、記念誌を作成するととも

　に記念品(楯)を作成し、公式訪問団派遣時に贈呈した。

○パサディナ市姉妹都市提携６０周年記念事業 円

　　三島市･パサディナ市姉妹都市提携60周年に合わせて、記念品(楯)を

　作成し、公式訪問団派遣時に贈呈した。

○市単独事業費補助金 円

　・国際交流協会補助金 円

　≪活動状況≫

　　夏期語学講座

　　　7月11日～8月29日(週2回全12回)

　　　受講者：英会話初級9人･おもてなし英会話16人･中国語7人･

　　　　　　　スペイン語14人　合計46人

　　第24回国際交流フェア

　　　5月21日　　場所：三島商工会議所TMOホール

　　　世界の料理、世界の踊り、英語で遊ぼうなどの国際交流イベントを

　　　実施した。

相談件数
(件)

相談者数
(人)

3,378,000

1,988,000

2,808,655

361,500

717,942

292,030

682
スペイン語
ポルトガル語

行政･医療･税金･
保険･教育･住居･
言葉･福祉など

実施日

495,207

287,344

7,344

外国籍市民
相談窓口業務

毎週月･金曜
8:30～17:15

1,857,472

対応言語 相談内容

742

122,260

755,316
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　第54回姉妹都市親善英語スピーチコンテスト

　　　10月15日 　場所：中郷文化プラザ2階多目的ホール

　　　参加者：中学生の部14人、高校･大学･一般の部10人

　　日本語の教え方講座

　　　9月8日～12月8日　10:00～11:30(全12回)　　受講者16人

　　新春交流パーティー

　　　1月28日 　場所：三島商工会議所TMOホール

　　　参加者88人(うち外国籍43人)　外国籍市民との交流を深めた。

　　情報誌の発行

　　　第101号(6月30日)、第102号(9月30日)、第103号(12月15日)、

　　　第104号(3月15日、市内全戸配布)

　　英会話サークル(通年)

　　　毎週水曜日19:00～21:00　場所：市民生涯学習センター5階研修室

　　　会員25人

　　日本語サークル(通年)

　　　外国籍市民への日本語指導活動

　　　会員(日本人先生)44人、外国人学習者51人

　・ニュープリマス市派遣研修生補助金 円

　　市内公立中学校生徒7人と三島市国際交流協会英語スピーチコンテス

　　ト優勝者2人(2部門1人ずつ)を派遣し、一般家庭でホームステイ研修

　　等を9日間実施するとともに、市内公立中学校生徒の研修に係る費用

　　の一部を支援した。

　・パサディナ市派遣研修生補助金 円

　　アメリカの姉妹都市パサディナ市へ研修生2人を派遣し、一般家庭で

　　ホームステイ研修等を22日間実施するとともに、研修に係る費用の一

　　部を支援した。

　・麗水市派遣研修生補助金　 円

　　市内公立中学校生徒7人を派遣し、一般家庭でホームステイ研修等を

　　8日間実施するとともに、研修に係る費用の一部を支援した。

　11目 男女共同参画費 (単位　　円)

2,167,337円

○男女共同参画推進事業     円

　　平成23年度から平成32年度を計画期間とする三島市男女共同参画プ

　ラン(みしまアクションプラン･パート3)に基づき、あらゆる分野への

　男女共同参画の促進、人権の尊重と男女共同参画の意識づくり、ワー

　ク･ライフ･バランスの実現に向けた環境づくり、生涯を通じた健康で

　安定した生活の確保を基本目標に、各種事業を実施した。

　　主な講座

　　・幼稚園･保育園出前講座 4回　 参加者(保護者)130人

　　・小学校出前講座 1回　　　　　参加者(全校児童)430人

　　・PTA出前講座 1回　　　　 　　参加者(三島市PTA連絡協議会)64人

　　・企業出前講座 1回　　　　　　参加者(事業者及び一般)130人

　　・女性就労支援講座 3回　　  　参加者(女性)7人

国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

2,167,337 3,600

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

200,000

700,000

490,000

決　算　額

2,163,737

382,337
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○市単独事業費補助金

　・男性の育児休業取得奨励事業費補助金 円

　　男性が育児休業を取得しやすい環境を整えることで、男性の育児･家

　　事への参加を促し、夫婦で子育てしやすい環境整備を図るために、男

　　性労働者及び事業主に対し、支援した。

　　　補 助 金：男性が5日以上育児休業を取得した場合に､本人及び事業

　　　　　　　　所に対し、1日5千円(上限20日分､各10万円まで)を支援

　　　支給要件：1歳未満の子どもを有し、雇用保険に加入している三島

　　　　　　　　市在住の男性及び当該者を雇用している事業所

　　　実　　績：25人、10事業所(重複10件を除く)(平均対象日数8.1日間)

  13目 検査管理費 (単位　　円)

314,728円

○課別検査実施状況 (単位　件)

　

　

○工事検査執行状況 (単位　件)

○業種別成績評定点 (単位　件､点)

施工体制 点

施工状況 点

点

工事特性 点

創意工夫 点

社会性等 点

合　　計 点

12

電気

管

水道施設

債務負担行為 繰越明許費

2 7

3

農 政 課

10

水 と 緑 の 課 4

314,728

16

(8)

都 市 整 備 課 13

(うち繰越明許費等)

314,728

市 債

（　　）の内訳

合　　　　計 138 113 13

2

4 73.2

13 76.3

下 水 道 課 29

工事請負契約

7.4

決　算　額
特　　定　　財　　源

完成検査件数

10 (3)

33.6

土木一式

1

2

74.5

11

76.2

78.8

6 73.6

2,500万円以上

(25)

平成29年度

(上記以外)

一 般 財 源

建 築 住 宅 課 28

2,500万円以上 5.7

(1)

(4)

水 道 課

8

1,785,000

建築一式 2,500万円未満

5.2

29

21

土木一式

16

37 (9)

国 ・ 県 支 出金

その他

契約件数
検査件数

完成検査 出来形部分検査 中間検査

4 3

100.0

土 木 課

500万円未満

締結件数

  500万円以上
2,500万円未満

40.8

113

業種 工事件数

建築一式

3

そ の 他

             項目
　課別

138 113

4

44

土木一式

7.3

76.0全体

2 65

6 74.8

        種別
年度

平均点 工事成績の配点基準

出来形･出来ばえ

74.9

7 74.7

46
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○優良工事表彰

　　市が発注した建設工事の受注者の建設技術及び意欲の向上を図るとと

　もに、建設工事の品質の向上及び適正な施工の推進に資することを目的

　に、三島市優良工事表彰要綱に基づき、平成28年度に完成した優良工事

　10件を表彰し、工事に従事した技術者に感謝状を授与した。

  14目 情報管理費 (単位　　円)

9,175,766円

○事務事業のＯＡ化事業 円

　  各種事務システムや庁内ネットワーク(MIS)の開発･保守に取り組み、

　事務の効率化及びペーパーレス化を図った。また、各種業務サーバーや

　市ホームページサーバーと各課端末の管理、運用、保守を行うとともに、

　庁内ネットワーク(MIS)の外部接続(インターネット)を安定的に提供し

　た。　

　・インターネット接続料 円

　・資産管理システム機器リース料 円

○ＩＴ推進事業 円

　　職場における情報セキュリティ強化とICT活用の推進を図るため、ICT

　推進リーダーを育成した。情報セキュリティに関する人的対策として、

　情報漏えいやヒューマンエラーなどによる事故を防止するための情報セ

　キュリティ研修を新規採用職員とICT推進リーダーに対して行うととも

　に、社会福祉部及び健康推進部を対象に情報セキュリティ内部監査を実

　施した。また、市役所玄関ロビーで市民に向けた情報発信と玄関受付案

　内をサポートするシステムを自己開発するために、玄関受付に設置する

　タブレット端末を購入した。

○電子申請運営事業 円

　　平成19年1月11日から、県内28市町の参加による共同運営により、イン

　ターネットを利用した電子申請サービスの提供を開始し、平成24年3月か

　ら新システムに移行した。

　　平成29年度実績

　・申請実績　132手続き　5,696件

　・電子申請システム使用料 円

○地方公共団体情報セキュリティ強化事業 円

　　静岡県自治体情報セキュリティクラウドの円滑な稼働を実現するため、

　システム及び機器の運用･保守を行った。

○各種団体への負担金 円

　・中間サーバー･プラットフォーム運用保守負担金 円

　・中間サーバー･プラットフォームＡＳＰサービス利用交付金

円

　　マイナンバー制度導入に伴い、各地方公共団体が情報連携などに利用

　　する中間サーバー･プラットフォームの運用保守に係る経費として、

　　地方公共団体情報システム機構に負担金及び交付金を支出した。

1,250,496

611,250

252,959

9,175,766 9,175,766

1,807,332

414,456

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
そ の 他

300,984

284,184

4,076,464

2,455,000

市 債

1,833,750

国 ・ 県 支 出金
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・全国ＩＣＴ教育首長協議会負担金 円

　　ICTを活用した新しい教育方法などのICT教育に対する理解や学校にお

　　けるICT環境整備の推進等を目的とした全国ICT教育首長協議会への参

　　加に係る負担金を支出した。

　15目　市民活動推進費 (単位　　円)

7,906,201円

○市民活動推進事業　 円

　　NPOやボランティア活動を推進するため、三島市民活動センターの会

　議室や印刷機等を提供するとともに、市ホームページやメールマガジン

　によって、市政や活動団体の情報の提供を行った。

　　外部機関から相談員を招き、NPO活動についての相談を受け付けた。

　・平成29年度相談件数　4件　

　・平成29年度利用登録団体数　357団体

　・市民活動センター利用者数　20,722人、会議室利用件数　2,150件

  ・メールマガジン発行回数　50回、配信先　359件　

  16目 地域振興費　　　　　　　　　　　　　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (単位　　円) 　

27,810,519円

○自治会活動推進事業 円

　　各自治会の代表者に地区委員を委嘱し、市と地域住民が円滑な相互

　協力を行うことにより、市民生活の利便性向上及び効率的な行政運営

　を図った。

　・地区委員報償金　　　 人 円

　　算定方法　　(35,000円×地区委員数)＋(160円×地区世帯数)

○地域づくり市民会議事業 円

　　地域コミュニティ連絡会を開催し、地域の抱える課題についての解決

　方法を話し合った。

　　　全24回(市内12小学校区で年2回開催)　  599人参加　

　　また、小学校区ごとの地域協議会設置を見据え、地域づくりコーディ

　ネーター研修会を開催した。

　　　地域づくりコーディネーター研修会(3回)　50人参加　

　・地域コミュニティ連絡会運営補助業務委託 円

○市単独運営費補助金

　・地域づくり組織運営事業費補助金 円

　　　地域コミュニティ協議会　　東小学校区、西小学校区

○市単独事業費補助金 円

　・自治会活動保険補助金 世帯 円

　・三島市自治会連合会補助金   円

　・三島市自治会連合会６０周年記念事業費補助金 円

　・山車新造資金等補助金 1 件 円

　　　山車小屋修繕　　川原ケ谷自治会

39,158

決　算　額

5,536,630

決　算　額

11,620,779

2,500,000

11,564,280

4,569,840

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

市 債 そ の 他

274,368

市 債

7,906,201

国 ・ 県 支 出金

7,631,833

2,265,340

25,310,519

8,919,900

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出金 そ の 他

200,000

27,810,519

3,999,240

141

500,000

1,800,000

500,000

10,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・地区集会所施設整備補助金 件 円

　　　集会所修繕、備品購入等　　芙蓉台自治会外

　・地域コミュニティ活動事業費補助金　 10 件 円

　　　地域コミュニティ活動等　　文教町2丁目自治会外

　・地域づくり組織活動事業費補助金 円

　　　地域コミュニティ協議会　　東小学校区、西小学校区

○その他各種補助金

　・コミュニティづくり設備等整備補助金 円

　　　コミュニティ活動備品の整備　　押切町内会

  17目 防犯対策費 (単位　　円)

43,236,402円

○市民防犯意識啓発事業 円

　・防犯対策

　　　防犯情報の提供

　　　　広報みしまや同報無線、エフエムみしま･かんなみ等を通じて各

　　　　種防犯情報を提供し、意識啓発と注意喚起を図った。

　　　防犯教室･防犯講座の実施

　　　　市内全小学校や幼稚園等で不審者から身を守るための防犯教室を

　　　　実施した。また自治会等からの要請により防犯講座を開催した。

　　　　  平成29年度　全47回　 5,216人参加

　　　防犯講話の実施

　　　　市内小学校の入学説明会にて、児童の保護者を対象に防犯講話を

　　　　実施した。

　　　　　参加者　約1,000人

　・青色回転灯防犯パトロール

　　青色回転灯を搭載したパトロール車により、市内全域のパトロールを

　　行い、街頭犯罪の抑止に努めたほか、講習会を2回実施した。

　　　パトロール車登録台数

      三島市役所　3台　教育委員会　18台　合計　21台

　・子ども向け防犯冊子の配布

　　子どもが登下校時や外で遊ぶときなどに気をつけなければならない事

　　項をまとめた冊子「子ども安全安心ハンドブック」を作製し、市内全

　　小学校の児童約1,000人に配布した。　

　・三島市犯罪ゼロの日

　　より多くの市民が防犯を「自分のこと」として意識し、日常的な取り

　　組みにつなげてもらうため、一人一人の防犯活動等で、犯罪発生件数

　　をなくすための活動を実施した。

　　　実施日　平成30年3月9日(金)

　　　対象犯罪発生認知件数　0件

　・犯罪被害者支援

　　研修会への参加　平成29年11月16日(木)　職員2人出席

2,500,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

43,236,402 43,236,402

667,935

市 債 そ の 他国 ・ 県 支 出金

13 2,666,000

1,000,000

188,560
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・暴力団追放推進事業

　　三島市暴力団追放推進協議会理事会

　　　理事会　平成29年6月28日(水)     

　　　参加者　49人

　　　講　演　「暴力団の情勢について」

　　　講　師　静岡県警察本部組織犯罪対策課　榊原　章洋　課長補佐

　　不当要求防止責任者講習会　平成30年2月1日(木)　受講者　54人

○防犯灯維持管理事業 円

　　防犯灯の効率の良い整備･維持管理を行うことで、夜間の歩行者の安

　全確保を図った。

　　　平成29年度　新規12基、移設0基、撤去3基、修繕22基、移管0基

　　　平成30年3月31日現在　管理総数　7,168基

光熱水費　16,384,048円

修繕料　　 1,873,746円　

　・防犯灯ＬＥＤ化 円

　　平成28年度から平成37年度までの10年間の債務負担行為によるリース

　　にて、防犯灯のLED化を実施した。(全体契約額:162,648,000円)

　・防犯灯管理システム維持管理業務委託 円

　　防犯灯およびカーブミラー設備に新設･移設等の変更が生じた場合、

　　データを更新することで、管理システムを最新の状態に維持した。ま

　　た、カーブミラーについては、位置情報データ等の追加を行った。

○各種団体への負担金

　・三島警察署管内防犯協会負担金 円

　　平成28年10月31日現在市内住民基本台帳人口

　　111,536人×45円＝5,019,000円(千円未満切り捨て)

○市単独事業費補助金 円

　・地域防犯活動事業費補助金 円

　　地域が一体となった防犯体制の構築を図るため、活動費の一部を支援

　　した。

　　　交付団体　7団体

　　　　徳倉小学校区安全会議、山田小学校区地域安全会議、

　　　　北上小学校区安全会議、中郷小学校区安全会議、

　　　　沢地小学校区安全会議、北小学校区安全･安心連絡会、

　　　　長伏小学校区安全会議

　・防犯灯維持管理補助金 円

　　商店街が管理する防犯灯電気料金の1/3を16商店会に支援した。

  19目 財政調整基金積立

　　　 金

526,625,604円

○積立金の状況

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債

800,261

5,019,000

35,612,206

16,264,800

平 成 29 年 度 末
基 金 現 在 高

526,000,000

(単位　　円)

決　算　額

1,390,233,779 625,604 526,000,000 1,390,859,383

平 成 28 年 度 末
基 金 現 在 高

1,137,000

平 成 29 年 度
運用利子による積立額

特　　定　　財　　源

1,937,261

625,604 526,000,000

そ の 他

526,625,604

平 成 29 年 度
積 立 額

(単位　　円)

1,026,000

平 成 29 年 度
取 崩 額
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　20目 庁舎建設基金積立

　　　 金

100,585,325円

○積立金の状況

 02項 徴税費 (単位　　円)

  01目 税務総務費

289,210,819円

○マイナンバー制度導入事業（市民税課） 円

　　マイナンバー制度の導入に伴い、適正な運用を図るため、管理及び

　確認等、マイナンバー利用事務への対応を行った。

  02目 賦課費 (単位　　円)

70,816,959円

○市税等の課税状況(現年度課税分) (単位　円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                　

　 　　

 

　

○納税義務者の状況

税率 税率

税率 税率

　(市民税･軽自動車税：課税状況調、固定資産税：年度当初調定額)

(単位　　円)

(単位　　円)

1,284,943,812

合 計 17,347,403,000 17,463,373,375

2,866

平成28年度

市
民
税

個　　人 56,295 55,900

法　　人

3,167

固定資産税 42,209 42,089

軽自動車税 37,680 37,534

3,134

14.5%又は
11.9%

12.3%又は
9.7%

2,849

税 目 平 成 29 年 度 予 算 額
調 定 額

平成29年度 平成28年度

市 民 税 8,054,968,000 8,063,458,770 8,000,302,180

固 定 資 産 税
( 交 付 金 を 含 む )

7,104,110,000 7,250,971,668

70,816,959

7,185,761,867

230,337,800 219,422,700

618,602,251 662,114,617

70,816,959

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

1,080,702,974 100,000,000 585,325 1,181,288,299

決　算　額
特　　定　　財　　源

決　算　額

102,434,036

2,215,922

平 成 29 年 度
取 崩 額

平 成 29 年 度 末
基 金 現 在 高

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

市 債 そ の 他

平 成 29 年 度
積 立 額

100,585,325

(単位　人､社)

市 た ば こ 税

軽 自 動 車 税 223,310,000

1,291,585,000 1,300,002,886

12.3%又は
9.7%

17,352,545,176

都 市 計 画 税

301
14.5%又は

11.9%
285

区　　　分 平成29年度

289,210,819 177,900,083

585,325 100,000,000

平 成 28 年 度 末
基 金 現 在 高

8,876,700

673,430,000

平 成 29 年 度
運用利子による積立額
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○人口・世帯・納税義務者別の課税状況 (単位　円)

　(個人市民税：課税状況調、固定資産税：年度当初調定額、人口･世帯は各年1月1日現在

　　H29年 111,410人　48,577世帯、　H28年 111,601人　48,180世帯）　

○税務証明書の発行件数 (単位　件、円)

　(本庁、中郷･北上市民サービスコーナー、コンビニの合計値、発行件数は無料発行数を含む)

○固定資産評価審査委員会審査申出件数

　・平成29年度　0件(平成28年度　0件)

○固定資産税課税資料整備事業 円

　・不動産鑑定手数料　 円

　・土地家屋現況図経年異動データ更新業務委託　 円

　・標準宅地不動産鑑定評価業務委託　 円

　・固定資産税土地評価資料分析業務委託　 円

　・システム使用料 円

○各種団体への負担金（市民税課） 円

　・地方公共団体情報システム機構負担金 円

　　軽自動車税の重課･軽課等に係る車検証情報提供に対し、負担金を支

　　出した。

　・(一社)地方税電子化協議会負担金 円

　　市税の賦課業務の電子化に係るシステム運営のため負担金を支出した。

　・静岡地方税滞納整理機構負担金 円

　　軽自動車税申告書処理事務及び税務研修事務に係る負担金を支出した。

○その他負担金

　・熱海市･三島市･函南町航空写真共同撮影業務委託負担金

円

  03目 徴収費 (単位　　円)

85,137,796円

○収納状況

 

8,355,777,691

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

税　　目 区　分 予　算　額 調　定　額

1,689,000

滞繰分 82,221,000 292,318,921 79,496,537 27.20

96.82計 8,137,189,000

1人当たり 1人当たり 当たり 1人当たり

個人市民税 61,763 141,651 122,338

公図・閲覧等 579 168,200

122,230 61,278

収 入 済 額 収納率

85,137,796 15,200 85,122,596

(単位　円､％)

4,668 722,900

合　計 31,655 8,876,700

固定資産税関係 5,373 1,837,400

手数料収入

6,148,200

証明の種類 発行件数

区　　分

平成29年度 平成28年度

人口

4,265,136

148,630 170,140

納税関係

4,550,040

3,067,200

43,200

1人当たり

141,941

当たり

64,765 148,537 170,947 64,166

市 民 税

現年分 8,054,968,000 8,063,458,770 8,010,908,634 99.35

17,595,576

固定資産税

1,302,550

5,670,000

3,890,143

262,178

2,184,815

市民税関係 21,035

1世帯 納税義務者 人口 1世帯 納税義務者

8,090,405,171
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○年度別不納欠損額

○滞納整理回収事業 円

　　長期滞納者や高額滞納者など、納税意識の希薄な滞納者に対して、財

　産調査の強化による債権差押、捜索による動産差押、タイヤロックによ

　る車輌差押など、適切な滞納整理を行った。

　・インターネット公売の実施状況

　　ヤフー㈱による官公庁を対象としたインターネットオークションのシ

　　ステムを利用して、公売を実施した。

　・参加回数、落札金額等

○納税相談及び納税窓口

　　平日開庁時間内に来庁が困難な納税者に対し、毎月第2･第4金曜日に

　夜間納税相談及び納税窓口(17：15～19：30)、第4日曜日に休日納税相

　談及び納税窓口(9：00～12：00)を開設し、収納率の向上に努めた。

(単位　円､％)

税　　目 区　分 予　算　額 調　定　額 収 入 済 額 収納率

1,116 999 601

1,300,002,886 1,291,680,333

軽自動車税
金 額 584,729 387,637 321,764

件 数 186 91 87

金 額 22,498,385 8,142,154

平 成 28 年 度平 成 29 年 度

個 人

2,571,523

14,532,336

固定資産税
都市計画税

(単位　回、件、円)

参 加 回 数 出 品 件 数 落 札 件 数 落 札 金 額

8 12 5 143,750

合 計
金 額 39,730,756 35,709,283 47,867,657

件 数 1,655 1,288 1,062

97.64

都市計画税 滞繰分 10,482,000 31,909,645

現年分 1,291,585,000 99.36

件 数 353 198 374

法 人
金 額 2,115,306 922,059 422,870

件 数 40 17 8

計
金 額 16,647,642 27,179,492 17,987,015

29,558,878

26,257,433 17,564,145

件 数 1,076 982

99.36

滞繰分

現年分 223,310,000 230,337,800 227,309,443 98.69

滞繰分 1,988,000 8,567,128 2,380,838

176,310,219 48,267,125

27.79

7,250,971,668 7,204,762,010

56,894,000

件 数

(単位　円､件)
                    年度
   区分

平 成 27 年 度

金 額

市

民

税

593

現年分

17,972,479,288 17,492,142,835 97.33

27.38

計 7,161,004,000 7,427,281,887 7,253,029,135 97.65

7,104,110,000

138,880,164

17,498,989,000

8,735,664 27.38

計 1,302,067,000 1,331,912,531 1,300,415,997

618,602,251 618,602,251 100.00

0

計 225,298,000 238,904,928 229,690,281 96.14

618,602,251

固定資産税

現年分

軽自動車税

滞繰分 1,000 0

計 673,431,000

27.28

計

618,602,251 100.00

市たばこ税

673,430,000

合　計

現年分 17,347,403,000 17,463,373,375 17,353,262,671 99.37

滞繰分 151,586,000 509,105,913

―
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・夜間休日納税相談
(単位　人､件)

　・夜間休日納税窓口(納税件数及び金額) (単位　件､円)

　　分納履行者で、完納に至っていない滞納者に通知し、完納に向けた納

　　税相談を実施した。分納誓約をした滞納者については、その履行状況

　　を追跡し、実効性の向上を図った。

　・分納履行者対象夜間休日納税相談、納税窓口

(平成29年8月1日～8月10日)

交渉進展無 0

電 話 5

合 計 31 38

0

納 付 約 束 2

分 納 誓 約 30

来 庁 依 頼 1

1,671,900

(単位　人、件)

区分 来庁者数 納税相談受付件数

滞
納
者
と
接
触

完 納

31

0

一 部 納 付

合　　　　計 13 255,500 107 1,416,400 120

770,169

督 促 ・ 延 滞 金 1 1,100 48 54,873 49 55,973

国民健康保険税 6 113,300 33 656,869 39

33,022

小　　　　計 6 141,100 26 704,658 32 845,758

軽 自 動 車 税 2 20,100 2 12,922 4

97 136 110 137 207

0

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

1 20,000 1 5,890 2 25,890

法 人 市 民 税 0 0 0 0 0

786,846

特 徴 0 0 0 0 0 0

金　　　額 件数 金　　　額

市 ･県民税
普 徴 3 101,000 23 685,846 26

内　　　容
現　年　度　分 滞 納 繰 越 分 合　　　　計

件数 金　　　額 件数

40

来 庁 依 頼 3 13 16

分 納 誓 約 207

4

一 部 納 付 19 21

34 14 48

108

来庁
者数

件 数

完 納

97

2

110

2

交渉進展無 3 1 4

電 話

合 計

区   分

滞
納
者
と
接
触

273

53 55

合   計

来庁
者数

件 数
来庁
者数

件 数

納 付 約 束 22 31 53

夜   間 休   日
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○収税特別対策事業 円

　・嘱託徴収員による催告業務 (単位　件)

現地調査件数

集金件数

継続確認通知、解約予告等文書催告発送件数

納付計画入力件数

電話催告件数

○静岡地方税滞納整理機構

　・移管件数　　10件

　・負担金 円 (一般会計　1,112,000円　国保会計　1,112,000円)

　・徴収金 円 (平成29年度中の収納額)

(内訳) (単位　件､円)

○コンビニエンスストア収納代行事業

　・コンビニエンスストア収納代行業務委託 円

(取扱件数)

 03項 戸籍住民基本台帳 (単位　　円)

      費

  01目 戸籍住民基本台帳

　　　 費

177,164,260円 ○戸籍関係

　・本籍数及び本籍人口 (単位　件､人)

　

 

 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

本 籍 数 44,148 44,030 118

本 籍 人 口 107,101 107,219 △ 118

177,164,260 21,181,114 43,916,150 112,066,996

種　　別 平成 30年 3月末 平成 29年 3月末 増 減 数

合　　計 74,480

固定資産税･都市計画税 30,053

軽自動車税 20,379

本税 督促手数料

4,480,411

税　　目 件　数 (件)

市県民税(普通徴収) 24,048

合　　計 968 13,187,346 29,600 10,230,236 23,447,182

国民健康保険税 668 6,576,722 20,700 4,511,336 11,108,758

区　　　分 件数

77

軽自動車税 36 49,900 1,500 26,500 77,900

固定資産税
都市計画税

123 2,318,150 2,700 3,709,900 6,030,750

延滞金 合　　計

市県民税 141 4,242,574 4,700 1,982,500 6,229,774

税　　目 件数

23,447,182

2,224,000

1

1,201

1,572

1,808

合　　　　計 4,659

13,672,400
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・届出事件数 (単位　件)

○住民基本台帳関係

　・住民基本台帳人口及び世帯数(日本人) (単位　人､世帯)

　・届出事件数 (単位　件)

　・人口及び世帯数の推移(各年3月31日現在日本人)

○住民基本台帳外国人関係

　・外国人人口(平成30年3月31日現在)  (単位　人)

○証明等交付枚数 (単位　枚)

その他 合　計
新戸籍
編  製

戸籍全部
消    除

平 成 29 年 度 1,117 1,442 1,154 313 560

            種別
 年度

出　生死　亡婚　姻離　婚転　籍

680 5,266 872 756

平 成 28 年 度 1,093 1,420 1,228 294 489

35 △ 6

種　　別 平成 30年 3月末 平成 29年 3月末 増 減 数

770 5,294 837 762

増 減 数 24 22 △ 74 19 71

人 口 109,270 110,012 △ 742

世 帯 数 48,187 48,050 137

△ 90 △ 28

平 成 29 年 度 748 2,884 1,662 1,162

         種別
 年度

出 生 転 入 転 居 死 亡

3,089 185 760 36

印鑑登録証交付 3,721 6

1,475 12,001

国 外
転 出

変 更
職 権
消 除

戸 籍
異 動

合 計転 出

△ 37 △ 198 73 24

平 成 28 年 度 785 3,082 1,589 1,138

△ 20 29 △ 41 4 △ 50 △ 216

156 801 32 1,525 12,2173,109

住民関係 55,431 5,681 61,112

身分証明 1,047 1 1,048

名　　称 有　料　分 無料・公用分 計

戸籍関係 25,238 5,212 30,450

3,727

増 減 数

そ の 他 合 計

人 口 207 203 169 132 113 411 1,235

国 籍 中 国 フィリピン 韓国・朝鮮 ブ ラ ジ ル ベ ト ナ ム

印鑑証明 35,390 84 35,474

111,074 

111,373 

111,707 

112,130 

112,392 

112,441 

112,540 

112,221 

111,903 

111,773 

111,683 

111,386 

111,236 

110,496 

110,313 

110,012 

109,270 

41,772 

42,295 

42,853 

43,463 

43,986 

44,475 

45,159 

45,516 

45,812 

46,304 

46,774 

46,960 

47,311 

47,421 

47,761 

48,050 

48,187 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

人・世帯

年

人口

世帯数
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　枚)

※住民関係のうち閲覧の件数は656件(有料310 無料346)

〇コンビニ交付サービス事業 円

　　平成29年10月1日より、コンビニエンスストア等における証明書の自

　動交付サービスを開始した。

　・交付枚数(平成29年10月1日～平成30年3月31日)

　　　住民票の写し　　235枚　印鑑登録証明書　199枚

○ワンストップ窓口推進事業 円

　　フロアマネージャーを配置し、来庁者への案内や申請書･届出書の記

　載補助を行うとともに、窓口番号発券受付システムによる窓口混雑の

　解消を図った。　

○マイナンバー制度導入事業（市民課） 円

　　マイナンバーカードを申請した住民に対し、厳格な本人確認のうえ交

　付を行った。

　　　平成30年3月31日現在のマイナンバーカード交付枚数　12,459枚

　・住民基本台帳システム整備業務委託 円

　　マイナンバーを利用した情報連携に対応するため、住民基本台帳シス

　　テムを改修した。

○平成28年度繰越明許費

　・地方公共団体情報システム機構交付金 円

　　通知カード及びマイナンバーカードの作成･送付等関連事務の委任に

　　係る交付金として地方公共団体情報システム機構に支出した。

 04項 選挙費 (単位　　円)

  02目 明るい選挙推進費

165,844円

○明るい選挙推進事業 円

　・三島市明るい選挙推進協議会推進委員会を開催した。

　　　平成28年度事業報告､平成29年度事業計画案の審議、DVD上映による

　　　選挙啓発研修

　・市内の小学校･中学校･高等学校を対象に選挙出前講座を実施し、選挙

　　を身近に感じられるように啓発を行った。

　・静岡県及び静岡県東部明るい選挙推進協議会の主催事業に参加した。

110,844

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

165,844 165,844

住基ネット住民関係 52 0 52

広域戸籍関係 1,500 0 1,500

広域住民関係 283 0 283

554 0 554

他課証明(市民課収納分) 547 0 547

通知カード再交付 464 18 482

個人番号カード再交付 29 0 29

合　　　計 124,439 11,002 135,441

自動車臨時運行許可

広域印鑑証明 183 0 183

2,587,040

3,202,686

21,318,285

名　　称 有　料　分 計無料・公用分

6,910,000

8,517,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  03目 県知事選挙費 (単位　　円)

25,260,796円

○県知事選挙執行事業 円

　　告示　平成29年6月8日　選挙期日　平成29年6月25日　

　　静岡県知事選挙を執行した。

  04目 衆議院議員選挙費 (単位　　円)

29,751,107円

○衆議院議員選挙執行事業 円

　　公示　平成29年10月10日　選挙期日　平成29年10月22日　

　　衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査を執行した。

 05項 統計調査費 (単位　　円)

  01目 統計調査総務費

5,118,800円

○統計調査員確保対策事業

　　調査員の募集を随時行うとともに、三島市統計調査員連絡協議会が実

　施する総会･研修会の開催、視察研修･県民手帳の配布等を支援し、調査

　員の資質向上を図った。　

　　　登録調査員数　153人

  02目 基幹統計調査費 (単位　　円)

2,231,393円

○基幹統計調査事業   円

　・就業構造基本調査

　　少子化問題や介護離職問題等を検討する上で必要となる就業構造に関

　　する基礎資料を得ることを目的として、就業及び不就業の状態を調査

　　した。　

　・その他の基幹統計調査

　　学校基本調査、工業統計調査、住宅･土地統計調査準備調査

 06項 監査委員費 (単位　　円)

  01目 監査委員費

37,831,387円

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

25,260,796 25,256,337

決　算　額

4,459

13,048,932

そ の 他

37,831,387 37,831,387

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

9,717

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

4,964,7505,118,800 154,050

48,744

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債

2,182,649

国 ・ 県 支 出金 市 債

15,291,875

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

29,751,107 29,741,390

380,747

そ の 他

2,231,393
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○例月出納検査･定期監査･決算審査の状況

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                

○住民監査請求

〔請求内容〕

例月出納検査
(地方自治法

第235条の2第1項)

監 査 の 種 類 実　施　期　日 監 　　 査  　　対  　　象

市長が、三島市土地開発公社に対して土地を安価な価格で売却を依頼し
たことにより発生した本来得られるべき転売利益及び、本件の売却に際
して発生した公金の支出による損害を市に補填することを求める。

毎月20日から
(10日以内)

一般会計
特別会計
基金の運用状況
公営企業会計(水道事業)

定 期 監 査

(地方自治法
第199条第4項)

平成29年
　 9月25日～
      10月18日

財政経営部
(財政課、管財課、市民税課、資産税課、収税課、検査課)
企画戦略部
(政策企画課、行政課、人事課、秘書課、広報広聴課、
情報政策課、危機管理課)
選挙管理委員会事務局

平成29年
　10月26日～
      11月24日

健康推進部
(保険年金課、健康づくり課、スポーツ推進課)
社会福祉部
(福祉総務課、子育て支援課、子ども保育課、
障がい福祉課、長寿介護課、療育支援室)
会計課
議会事務局

平成29年
　12月1日～
      12月21日

環境市民部
(環境政策課、廃棄物対策課、市民課、地域協働･安全課)
教育推進部
(教育総務課、学校教育課、中学校3校)

健全化判断
比率等審査 平成29年

　 7月26日～
       8月14日

健全化判断比率
資金不足比率

〔受付年月日〕　　平成30年1月30日

平成29年
　12月25日～
平成30年
       1月23日

産業文化部
(農政課、商工観光課、楽寿園、文化振興課)
農業委員会事務局
教育推進部
(生涯学習課、図書館、郷土文化財室)

平成30年
　 1月23日～
       2月15日

計画まちづくり部
(都市計画課、建築住宅課、水と緑の課､
三島駅周辺整備推進課、企業立地推進課)
都市基盤部
(都市整備課、土木課、水道課、下水道課)
監査委員事務局

〔請求人〕　1名

(地方公共団体の財政の健
全化に関する法律第3条第
1項及び第22条第1項)

公営企業会計(水道事業)

財政援助団体等
監査

(地方自治法
第199条第7項)

平成29年
　 5月19日～
       6月 5日

三島市立北中学校南校舎棟改築等工事
三島市立北中学校南校舎棟改築に伴う電気設備工事
三島市立北中学校南校舎棟改築に伴う機械設備工事

平成29年
　 9月29日～
      10月24日

決 算 審 査
(地方自治法第233条
第2項･第241条第5項)

平成29年
　 7月 3日～
       8月14日

一般会計
特別会計
基金の運用状況

三島市ふるさとガイドの会
三島市地域ブランド推進協議会
㈱ＳＢＳプロモーション、㈱エスピーエスたくみ、
㈱ＮＴＴファシリティーズ東海支店

決 算 審 査
(地方公営企業法
第30条第2項)

平成29年
　 5月19日～
       7月 3日

〔請求人への通知年月日〕平成30年3月28日 〔結果〕　棄却

（工事監査）
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 07項 諸費 (単位　　円)

  01目 交通安全対策費

403,502,056円

○駐輪対策事業 円

　・自転車等駐車場管理指導業務委託 円

　　三島駅北口、南口、広小路の3カ所の有料自転車等駐車場の管理運営

　　を三島市シルバー人材センターに委託した。

　・放置自転車撤去作業業務委託 円

　　駐輪街頭指導を実施するとともに、放置禁止区域における放置自転車

　　の撤去を実施し、放置自転車の一掃に努めた｡

○交通安全施設整備事業 円

　　　カーブミラー設置 基

　　　カーブミラー補修･撤去 基

　　　カーブミラー管理総数 基 (平成30年3月31日現在)

○交通安全教育指導事業 円

　・交通安全思想の普及推進

　　　幼児に対する交通安全教育の推進　

　　　　幼児交通安全クラブ、交通安全母の会への研修等を実施した。

　　　　　交通安全ポスター作り

　　　　　　開催日　平成29年7月13日(木)

　　　　　　場　所　社会福祉会館

　　　　　　参加者　65人

　　　　　三島･函南交通安全母親の集い

　　　　　　開催日　平成29年9月28日(木)

　　　　　　場　所　中郷文化プラザ

　　　　　　参加者　89人（三島市交通安全母の会）

　　　　　お母さんのための自転車指導講習会

　　　　　　開催日　平成29年11月17日(金)

　　　　　　場　所　県総合健康センター

　　　　　　参加者　85人

　　　学校における交通安全教育の推進

　　　　交通安全リーダーと語る会を5月～7月に市内全小学校(14校)で実

　　　　施した。

　　　高齢者に対する交通安全教育の推進

　　　　寿大学や各老人クラブの会合等で、交通安全教室を開催した。

　　　　交通安全指導員･民生委員とともに高齢者宅を訪問し、安全指導

　　　　を行った。　　　

　　　地域住民に対する交通安全教育の推進

　　　　各季の交通安全運動における一斉街頭広報･地域交通安全教室等

　　　　を開催した。

　　　　　一斉街頭広報

　　　　　　実施日　平成29年 4月 6日(木)･ 7月11日(火)

　　　 　　　　　　　　 　　 9月21日(木)･12月15日(金)

　　　　　　参加者　合計約600人

国 ・ 県 支 出金
決　算　額

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

403,502,056 169,227,000 56,700,000 53,420,200 124,154,856

50,076,847

市 債

30,726,521

3,150,000

5,308,968

74

そ の 他

2,276

5,277,376

16
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・交通安全運動の実施

　・交通事故死ゼロを目指す日

　　4月10日(月)･9月29日(金)に、交通死亡事故を出さないようにするた

　　め、パネルやのぼり旗を掲出し、街頭広報を実施した。

　・自転車の交通安全対策

　　自転車利用者に対し、交通ルールとマナーの周知徹底を図るため、街

　　頭指導、普及啓発活動を行った。

　　また、自転車への反射材の取り付けを推進し、夕暮れから夜間の交通

　　事故防止を図った。

　　　「家族と学ぶ自転車マナーアップ教室」

　　　　実施日　平成29年12月12日(火)　北上小学校

　　　　参加者　約100人

　　　「街頭指導」

　　　　実施日　平成29年5月19日(金)　三島北高校

　　　　参加者　約40人

　・交通安全用品の配布

　　児童の交通事故防止と交通安全意識の高揚を図るため､新小学1年生に

　　黄色いヘルメットや交通安全絵読本を､4年生に自転車の安全な乗り方

　　冊子､6年生に交通安全リーダーワッペンとリーダー手帳を配布した。

　　　配布数

　　　　黄色いヘルメット    　 　1,060個  交通安全絵読本 　1,060冊

　　　　自転車の安全な乗り方冊子 1,060冊　 　

　　　　交通安全リーダーワッペン 2,090枚　リーダー手帳 　　1,050冊

○交通対策事業 円

　・自主運行バス運行委託 円

　　路線バスの廃止代替や、公共交通の空白地区を解消し、地域の公共施

　　設等への生活の足を確保するために、事業者と委託契約を結び、バス

　　の自主運行を実施した。この委託は、翌年度に1/2の県費補助がある。

〇三島駅南口立体自転車等駐車場整備事業 円

　　三島駅南口西街区の再開発に伴う三島駅南口自転車等駐車場の収容台

　数減少を解消するため、社会資本整備総合交付金(161,600千円充当)を

　活用し、立体式の自転車等駐車場の整備に着手した。なお整備期間中は、

　楽寿園と三島駅南口東街区の駐車場(三島市土地開発公社がタイムズ24

　㈱へ賃貸)の一角を仮設駐輪場として開設した。

　　工事期間　平成30年3月5日～平成30年9月30日(予定)

4,579,120円

6,597,920円

9,171,734円玉 沢 線 38,692人 365日 9往復/日

利用者数 運行日数 運行本数

交 通 安 全 運 動 名 期　　間

春 の 全 国 交 通 安 全 運 動    4月 6日～ 4月15日

夏 の 交 通 安 全 県 民 運 動    7月11日～ 7月20日

秋 の 全 国 交 通 安 全 運 動    9月21日～ 9月30日

委託料

年 末 の 交 通 安 全 県 民 運 動   12月15日～12月31日

20,566,024

20,348,774

中郷北部ふれあい号 15,553人 365日 7往復/日

253,921,159

き た う え 号 31,528人 365日 7往復/日
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・主な事業 (単位　　円)

　

○高齢者運転免許返納支援事業 円

　・助成券の交付

　　高齢者の自動車運転免許証返納制度の利用促進を図り、高齢者の交通

　　事故の発生を防止するため、返納者に対してバス･タクシー･伊豆箱根

　　鉄道駿豆線で利用できる助成券を交付した。

　　　交付人数　396人　　助成券使用枚数　28,875枚　

○その他負担金

　・静岡県交通安全指導員設置費負担金 円

　　街頭指導及び広報活動、交通安全に関する講習会の開催等により、交

　　通道徳の向上と交通事故防止を図るため、7人の交通安全指導員を三

　　島警察署に配置する費用を負担した。

　　　負担割合　　三島市　5人分　函南町　2人分

　　　三島警察署管内負担額　17,092,412円×5人／7人＝12,208,865円

○市単独事業費補助金 円

　・循環バス運行事業費補助金 円

　　高齢者や自動車を運転しない市民の交通手段としてのバスの利用促進

　　と、公共施設や観光施設への交通の利便性確保及び中心市街地活性化

　　を図るため、当事業を実施する事業者を支援した。

運行実績 (単位　　人)

　・幼児交通安全クラブ補助金 円

　　幼児に対する交通安全教育の推進を図るため、経費の一部を支援した。

　　　交付実績　　　17団体

12,208,865

9本/日

340,000

2,887,500

運行本数

せせらぎ号 59,830 7.5 163.9 365日 22本/日

なかざと号 13,591 5.1 46.1 295日

30,929,000

事　　業　　名 事 業 費 事　業　概　要

三島駅南口立体自転車等駐車場設計
業務委託

12,312,000
立体自転車等駐車場設
計業務

分筆登記業務委託 380,000

244,761,358合　　　　計

債務負担行為設定事業については、上段［　］全体事業費、下段 本年度事業費

地質調査業務委託 4,968,000
高密度表面波探査及び
ボーリング調査

三島駅南口立体自転車等駐車場建設
工事に伴う設備工事
[H29-H30債務負担行為]

[45,252,000]
18,100,000

機械設備工事一式
電気設備工事一式

三島駅南口立体自転車等駐車場建設
工事
[H29-H30債務負担行為]

[134,352,000]
53,700,000

建築工事一式
A=598.29㎡

用地買収(三島市土地開発公社から買
戻し)

　 利用者数 1便平均 1日平均 運行日数

20,815,000

　　　市街地循環バス　  せせらぎ号  3社

　　　中郷地区循環バス　なかざと号  1社　

155,301,358 A=998.79㎡
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・三島市交通安全母の会連合会補助金 円

　　交通安全意識の高揚と資質の向上を図るため、保育園･幼稚園･小学校･

　　中学校の母親により組織された交通安全母の会連合会の活動を支援し

　　た。

　・三島市交通事故撲滅市民の会補助金 円

　　地域における交通安全活動を推進し、事故の未然防止を図る活動を支

　　援した。

　・生活交通バス路線維持補助金 円

　　バス事業者より県生活交通確保対策協議会に対して申し出のあった不

　　採算路線の存続について協議した結果、平成28年度運行分に係る経常

　　損益の欠損額の3/4を支援した。

　　　夏梅木循環線･柳郷地線　欠損額10,336,739円×3/4＝7,752,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(千円未満端数切り捨て)

　・地域バス路線確保対策事業費補助金 円

　　地域バス路線確保対策事業を行う自治会(佐野見晴台)に対し、135万

　　円を限度とし、事業費の2/3を支援した。

　　　事業費2,050,108円×2/3＝1,366,739円　限度額採用

  02目 諸費 (単位　　円)

310,860,871円

○三島市育英奨学金貸付事業 円

　　経済的理由により、修学に困難がある生徒･学生71人(平成29年度新

　規貸与大学生等25人)に、学資の貸付を実施した。　

　・三島市育英奨学金貸付金 円

　　貸付金の状況 (単位　円)

○事務の効率化

　・三島市、伊豆市及び伊豆の国市電算センター協議会負担金

円

　　行政事務の効率化、住民サービスの向上等をめざして、伊豆市及び

　　伊豆の国市と共同運営をしている三島市、伊豆市及び伊豆の国市電

　　算センター協議会と協力し、次のような業務を行った。

　　　機器の保守管理

　　　　各課に配置されているパソコンやプリンター等の端末の保守と

　　　　管理

　　　電算機の処理･運用　

　　　　税の計算や住民への各種通知書、台帳作成等の処理、運用

31,116,000

310,860,871 38,546,885 272,313,986

31,159,900 196,300,565

261,313,000

31,163,824

決　算　額
特　　定　　財　　源

196,344,465

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

31,116,000

平 成 28 年 度 末
貸 付 残 高
(平成28年度未収金含む)

平成29年度貸付額 平成29年度回収額
平 成 29 年 度 末
貸 付 残 高
(平成29年度未収金含む)

600,000

1,350,000

7,752,000

72,000

-59-



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　　三島市庁内ネットワークの充実及び業務へのパソコン利用の推進

　　　各部門の実施業務

人 事 課 給与計算、給与口座振込、統計、予算資料、人事管理等

庁内ネットワーク管理

利 用 部 門 主　　た　　る　　業　　務

市 民 課
住民記録、印鑑登録、戸籍事務、住基ネットワーク、
マイナンバーカード交付等

福 祉 総 務 課 生活保護、高齢者アンケート資料、災害時要援護者台帳

資 産 税 課 固定資産税、都市計画税、税証明発行、賦課調定資料等

保 険 年 金 課
国民健康保険資格管理、国民年金資格管理、後期高齢者医療保険、
特定健診等

健 康 づ く り 課 予防接種、各種健診、妊婦情報管理等

スポーツ推進課

子 ど も 保 育 課 保育園保育料、幼稚園保育料管理等

財 政 課 財務会計､起債管理等

障 が い 福 祉 課
身体障害者等施設入所者負担金、心身障害者扶養共済掛金、
重度心身障害者医療費助成管理、身体障害者手帳管理、
療育手帳管理、援護金支給管理、特別児童扶養手当

管 財 課 光熱水費支出管理、電話料支出管理、契約管理、業者(実績)管理

収 税 課
個人市民税､法人市民税、固定資産税、都市計画税、
軽自動車税の収納及び滞納管理、口座振替管理等

市 民 税 課
個人市民税、法人市民税、国民健康保険税、軽自動車税、
税証明発行、賦課調定資料等

情 報 政 策 課

長 寿 介 護 課
介護保険(資格記録管理、受給者管理、保険料管理、給付管理等)、
敬老の日名簿、介護者手当、老人ホーム入所者通知

子 育 て 支 援 課
児童手当、児童扶養手当、子ども医療費助成、
母子家庭等医療費助成、放課後児童クラブ使用料等

公共施設予約管理(体育施設)

広 報 広 聴 課 公式ホームページ管理
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 

 

　・協議会の構成団体別負担金額と専任職員数 (単位　円､％､人)

利 用 部 門 主　　た　　る　　業　　務

合 計 566,327,000 100.0 5

三 島 市 324,586,000 57.3 3

伊 豆 市 114,705,000 20.3 1

伊 豆 の 国 市 127,036,000 22.4 1

文 化 振 興 課 公共施設予約管理(市民文化会館)

選挙管理委員会
事 務 局

定時登録名簿、永久選挙人名簿、有権者統計

農業委員会事務局 農家台帳

構 成 団 体 負 担 金 負 担 金 割 合 専 任 職 員 数

水 道 課 水道企業会計

下 水 道 課 受益者負担金管理､各種統計

学 校 教 育 課 学齢簿、入学通知書

生 涯 学 習 課
成人式名簿、公共施設予約管理(生涯学習センター、公民館)、
補導員報酬

図 書 館 図書館蔵書管理

土 木 課 道路占用料、河川占用料、土木設計積算システム

建 築 住 宅 課 市営住宅使用料及び駐車場使用料管理

水 と 緑 の 課 墓園管理料

会 計 課 財務会計、OCR歳入処理、債権債務者管理、備品管理

農 政 課 農林土木積算システム
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